
●若手,外国人,女性研究者が“研究したい国”の実現
（Research in Japan）

参考資料６

※平成26年1月 文部科学省公表

内なるグローバル化等の推進 ～Research in Japanの推進～

現状の課題・新たなニーズ

今後の方向性

○優れた人材の獲得競争が世界的に激しくなっている中、
我が国の研究機関におけるトップクラスの外国人研究者の割合は
諸外国に比べ低い。

出典：Science on the move, Richard van Noorden(2012) Nature 490, 326-329

※Nature執筆者を対象として各国における外国人研究者について調査したもの。

○世界的に魅力ある先端科学技術を有しながらも「閉じた」日本。
・優秀な外国人研究者を受け入れる環境整備は道半ば。

➢給与や待遇等
➢組織運営（研究の立ち上げ支援等）
➢事務手続き（英語による事務処理等）
➢外国人宿舎環境や生活支援等

優秀な外国人研究者の受入れ体制の課題例

「開かれた」日本

「Research in Japan」キャンペーンなどの推進

➢キャリアパスとしての日本の魅力を積極的に発信
➢最先端科学技術日本の魅力として世界に発信

「顔がみえる」日本
外国人研究者の戦略的な受入れ・

国際研究ネットワークの戦略的な形成
➢優秀な若手研究者の戦略的な招へい
➢海外の高いポテンシャルを持つ研究グループと

国内研究グループが研究ネットワークを構築
➢海外における国際イノベーション共同研究拠点

を構築

「活躍できる」日本

国内外の優秀な研究者を惹きつける
研究拠点を形成

➢大学・研究開発法人等において
先導的なシステム改革を導入

➢世界最高水準の研究内容・
研究設備等を有する研究環境を整備

アメリカ：３８％
イギリス：３３％

ドイツ：２３％
フランス:１７％

日本： ５％
・「成果を挙げても活躍が世界の科学コミュニティに
発信されず、日本に埋もれてしまうのではないか」という不安の声も。

※平成26年3月18日
第８回 産業競争力会議 雇用・人材分科会 提出資料に基づく
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出典「科学技術分野における国際ビッグプロジェクト研究会」報告書

時間軸と多様なアクターによる検討の枠組み

参考資料７
科学技術・学術審議会

国際戦略委員会（第６回）提出資料
H26.5.22

「科学技術分野における国際ビッグプロジェクト研究会」報告書
における考え方（抜粋）

各国際ビッグプロジェクトの3つの意義

出典： 「科学技術分野における国際ビッグプロジェクト研究会」報告書16-19



出典「科学技術分野における国際ビッグプロジェクト研究会」報告書

国際ビッグプロジェクト等の費用と主要な意思決定の動機
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科学技術分野における国際的な対話の枠組について 

（最近の主な活動） 

 

平 成 2 5 年 1 2 月 1 2 日 

科 学 技 術 ・ 学 術 政 策 局 

科学技術・学術戦略官（国際担当）付 

➢政府間の対話枠組（２国間） 

◆第 12 回日米科学技術協力合同高級委員会（ＪＨＬＣ）（2013 年 4 月 30 日、米国・ワ

シントン） 

＜概要＞ 

・日米科学技術協力協定(1988 年)に基づく政府間の閣僚級会合。今回で 12 回目。 

・以下の 3つの主要議題について、両国の専門家等による合計約 20 のプレゼンテーシ

ョンの他、日米の議長・共同議長によるハイレベルの政策議論が行われ、今後の協力

分野等について合意した。 

①研究交流及び研究者交流の促進 

②科学的分析・思考の政府の意思決定への統合 

③経済成長促進のための科学技術 

＜共同議長＞ 

（日本側）下村文部科学大臣、山本科学技術政策担当大臣 

（米国側）ホルドレン米国科学技術担当大統領補佐官 

＜主な参加者＞・丸尾科学技術協力担当大使、土屋文部科学省科学技術・学術政策局長、

倉持内閣府政策統括官 他 

※上記政府間会合に続き、国務省・カーネギー国際平和財団の共催でサイドイベント「オ

ープン・フォーラム」が、今回初めて開催された。日米のＪＨＬＣ共同議長からの基

調報告に続き、日米の産業界・学術界の有識者 6名によるパネル・ディスカッション

の形式で実施。 

イノベーション創出のための官民連携や大学の取組、各ステークホルダーの役割な

ど、日米両国の各界の視点に立った現状認識と今後の日米協力のあり方について議論

が行われ、参加者から、このような対話の機会を継続することの重要性が強調された。 

＜主な参加者＞ 

（日本側有識者）小島啓二 （株）日立製作所執行役常務、小寺秀俊 京都大学副学長、

中村道治 （独）科学技術振興機構理事長、山下光彦 日産自動車（株）副社長 

（米国側有識者）チャールズ・ベスト米国工学アカデミー総裁・マサチューセッツ工科

大学名誉総長、キース・ヤマモト カリフォルニア大学サンフランシスコ校副学長 

参考資料８ 
科学技術・学術審議会 

国際戦略委員会（第３回）提出資料 
H25.12.12 
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➢政府間の対話枠組（多国間） 

◆経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）/科学技術政策委員会（ＣＳＴＰ）第 103 回定期会合

（2013 年 10 月 17～18 日、仏・パリ） 

＜概要＞ 

・OECD の科学技術産業局に属する５つの委員会の１つ。科学技術政策に関する情報交

換・意見交換を行うとともに、科学技術・イノベーションが経済成長に果たす役割、

研究開発力の強化、研究開発における政府と民間の役割、国際的な研究開発協力のあ

り方等について検討を行っている。年に 2回、定期会合を開催。 

・今回は、CSTP の下部作業部会の組織再編の方針決定や、「STI スコアボード 2013」の

とりまとめ、2015-2016 年における活動予定等の議論が行われた。 

＜主な参加者＞ 

・笠木科学技術振興機構上席フェロー（CSTP 副議長） 他 

 

◆経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）/グローバル・サイエンス・フォーラム（ＧＳＦ）第

29 回定期会合（2013 年 10 月 24～25 日、日本・文部科学省） 

＜概要＞ 

・GSF は、OECD の科学技術政策委員会（CSTP）の下に設置された作業部会の一つ。基礎

科学研究や地球規模課題に関する研究等について、加盟国間の科学技術協力を推進し、

各国の取組の情報交換や科学技術政策策定に活用可能な国際的な枠組みの構築に向

けた提言等を行うことを目的としている。年に 2回、定期会合を開催。 

・今回は初のアジア地域での開催。OECD 加盟国・オブザーバー国等、約 20 ヶ国・地域

から約 60名が参加し、各種活動に係る議論や視察等を行った。合わせて、10 月 22-23

日に、「科学的助言の質の確保と科学者の役割及び責任」に関する GSF における検討

の方向性について議論する国際 WSが開催された。 

＜主な参加者＞ 

・永野科学技術振興機構特任フェロー（GSF 議長）、伊藤文部科学省科学技術・学術政

策局次長 他 
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➢多様なステークホルダーの参画による対話枠組 

◆ＳＴＳフォーラム第 10 回年次総会（2013 年 10 月 6～8 日、日本・京都国際会館） 

＜概要＞ 

・ NPO 法人 STS フォーラムが主催する国際フォーラムで、今回で 10 回目。100 の国・

地域・国際機関から約 1,000 人の政界、学界、産業界等の要人らが参加。 

・人類の英知を結集し、科学技術を適切にコントロール、発展させることを目的として、

科学技術が社会に与える影響（科学技術の光と影）をテーマに、世界の科学者、政策

立案者、経営者、報道関係者等が一堂に会して各種会合、意見交換等を実施。 

・下村文部科学大臣は、全体会議で我が国の科学技術イノベーションの実現に向けた取

組に関する講演及び参加者との意見交換を行った。また、この機会に各国閣僚・要人

と会談を行うなど、科学技術外交の場としても機能している。 

・サイドイベントとして、科学技術関係大臣会合、大学学長会合、科学アカデミー長会

合、工学アカデミー会合、研究機関長会合及び資金配分機関長会合等が開催され、関

係者における共通課題に関する議論や今後の協力の発展に向けた意見交換が行われ

た。 

＜主な参加者＞ 

（日本側政府関係者）安倍内閣総理大臣、下村文部科学大臣、山本科学技術政策担当大

臣、松島経済産業副大臣 他 

（その他、各国等関係者）ドヴォルコヴィチ・ロシア副首相、フィオラゾ仏高等教育大

臣など 27ヶ国の科学技術大臣等、ノーベル生理学・医学賞受賞者の山中伸弥京都

大学教授ほか 12人のノーベル受賞者、サウジアラムコ社 CEO カリド・アルファリ

氏、米倉弘昌日本経団連会長 他 
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